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地球温暖化には、もはや疑う余地がない／多くの自然環境が既に温暖化の影響を受けている
生態系には既に異変が生じ始めている／異常気象の頻発などにより人間社会へも影響が現れている
温室効果のメカニズム／20世紀半ば以降の地球温暖化は人間活動が原因
100年後、地球の平均気温は1.8～4.0℃上昇／わずかな気温上昇でも温暖化の悪影響が生じる
温暖化がもたらす深刻な将来影響［水／生態系／食料／健康／沿岸域、小島嶼等］
森林減少と温暖化／世界と日本の排出量の推移／将来の排出削減の可能性／安定化濃度と気温上昇
温暖化防止の鍵を握る京都議定書／長期的な温暖化対策の必要性／わが国の温暖化対策
温暖化影響への適応の重要性



　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、 世
界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により
1988年に設立された国連の組織で、温暖化に関す
る最新の知見をまとめ、政策決定者をはじめ広く一般
に利用してもらうことを任務として活動しています。

　IPCCは、これまで4回、温暖化の科学・影響・対策に関する評価報告書を公表しています。2007年に発表した最新の報
告書（第4次評価報告書（AR4））は、450名を超える代表執筆者、800名を超える執筆協力者、2,500名を超える専門家の
査読のもと、立場の異なる約130カ国の政府による全会一致の結論を得てまとめられています。また、異なる見解について
も科学的確からしさを評価して記述する、科学的知見に基づき段階をつけて確からしさを表現する、等の特徴をもっています。
2007年には、その功績を認められ、アル・ゴア米国前副大統領とともにノーベル平和賞を受賞しました。
　IPCCは、AR4の中で、「温暖化には疑う余地がない」と断定しました。大気や海洋の世界平均温度の上昇、南極や北極
の氷及び山岳氷河などの広範囲にわたる減少、世界平均海面水位の上昇等が観測され、今や地球が温暖化していることは明
らかとしています。
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地球温暖化には、
もはや疑う余地がない

　1906年 から2005年まで の100年 間
で、 世界平均気温は0.74℃上昇しまし
た。これは、第3次評価報告書（TAR）での

「1901から2000年の間に0.6℃」を上回
る上昇です。
　また、 最近50年の気温上昇は、 過去
100年の上昇速度のほぼ2倍に相当し、近
年になるほど温暖化が加速していることがわ
かります。

　20世紀の100年間で、世界平均海面水位は17cm上昇し
たと推計されています。
　また、1961年 から2003年まで の 海 面 上 昇 は 年 間
1.8mmでしたが、1993年から2003年にかけては年間
3.1mmと、近年、より大きな速度で上昇していることがわ
かります。

　AR4では、 1993年から2003年にかけて、グリーンランド
と南極の氷床の減少が海面水位の上昇に寄与した可能性が非
常に高い、と指摘しています。
　また、最近の研究では、グリーンランド氷床の気候変動に対
する応答が、従来考えられていたよりも早い可能性が指摘され
ています。

気温は100年で0.74℃上昇し、
近年はさらに加速している

海面上昇が加速している 積雪や氷河・氷床が広い範囲で減少している
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1870年以降の海面水位の再現
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※

近年になるほど、
気温上昇が加速

今世紀で17cm上昇

2002 ～ 2006年に
は、年間に0.5mm
の海面上昇に相当す
る氷が減少

世界平均気温の上昇

世界平均海面水位の上昇 グリーンランド氷床の減少（2002年4月～ 2006年4月）

（出典1より）

（出典1より） （出典2より）
※赤と青は、それぞれの1961 〜 1990年の平均からの差
　黒は、赤の1961 〜 1990年の平均からの差

copyright 2006. Nature.
Reprinted by permission from Macmillan Publishers Ltd.
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多くの自然環境が
既に温暖化の影響を受けている

　温暖化によって、北極や南極の氷床、海氷などの減少が広範囲で進ん
でいます。1978年からの衛星データによると、北極の海氷範囲の年平
均値は10年ごとに約2.7％（2.1～3.3％）減少しており、夏季は約7.4％

（5.0 ～ 9.8％）とより大きく減少しています。また、南極やグリーンラン
ドの氷床の減少は、海面水位の上昇の一因にもなっています。

北極や南極の氷、山岳氷河が減少している。

ウィルキンズ棚氷

崩壊範囲

2008年3月6日 2008年2月28日

2008年2月29日

2008年3月8日

　南極のウィルキンズ棚氷が2008年2月28日に崩壊を始め、約1ヶ月の間に
405km2が消失しました。これは、東京都23区の面積の約３分の2に相当する
面積です。

　約半世紀の間に氷河の位置や大きさは大きく変化しま
した。

二酸化炭素濃度を上げると形が崩れ、円形がギザギザになります。

崩壊する南極の巨大棚氷

アラスカ・ミューア氷河の減少

海洋の酸性化によって影響を受ける円石藻類

（出典3より）

（出典4、5より）

　大気中の二酸化炭素濃度が増加すると、海洋
中に溶け込む二酸化炭素の量も増加し、海洋の
酸性化が進みます。
　実際に、1750年以降、表層海水のpHは約
0.1低下しています。
　海洋の酸性化が進むことは、水生生物にとって
重大な問題になります。特に、炭酸カルシウムを
作るサンゴやウニなどの石灰化生物は、その骨
格が溶け出すおそれがあり、これらの生物とそれ
らに依存する生物が大きな影響を受ける可能性が
あります。
　海の生産を支えている植物プランクトンにも炭
酸カルシウムの殻を作るものがあるので、海洋
の炭素循環に変化が起こる可能性もあります。

世界の海洋は既に酸性化している

二酸化炭素
濃度の上昇

酸性化

（出典6より）

1941年8月

2004年8月

NASAホームページ

copyright 2000. Nature.
Reprinted by permission from Macmillan Publishers Ltd.

（上側）Field, W.O. 1941. Muir Glacier: From the Online glacier 
photograph database. Boulder, Colorado USA: National Snow and Ice 
Data Center/World Data Center for Glaciology. Digital media. 

（下側）Molnia, B.F. 2004. Muir Glacier: From the Online glacier 
photograph database. Boulder, Colorado USA: National Snow and Ice 
Data Center/World Data Center for Glaciology. Digital media.
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　陸上や海、淡水などのさまざまな生物、生態系にも影響が現れ始めています。
　陸上生物では、春の鳥の渡りや産卵などの現象の早まり、動植物の生息域の極地方向や高地への移動などが、水生生物
では、高緯度の海洋における生物の生息域・生息数の変化や、河川の魚類の回遊時期の早まりなどが確認されています。

　マダラヒタキは、オランダで春の繁殖期を過ごす渡り鳥です。
しかし、温暖化の影響でヒナのえさとなるチョウやガの幼虫の
発生ピーク時期が早まることで、子育て期間が餌の少ない時
期にあたってしまい、地域によって最大で90%個体数が減少
したと報告されています。

温暖化に繁殖時期を合わせられない渡り鳥

マダラヒタキ

マダラヒタキ

春の渡り 繁殖期

ヒナがエサ
（幼虫）を得
られる発生

ピーク期

発生
ピーク期

チョウやガの
幼虫（エサ）

5月4月 6月

5月4月 6月

マダラヒタキ

春の渡り 繁殖期

ヒナのエサ
がない！

チョウやガの
幼虫（エサ）

温暖化が進むと…

温暖化によるマダラヒタキの繁殖への影響

温暖化により消えてしまったコスタリカのカエルたち
　熱帯地域の雲霧林※では、最近の気候変動が要因と考えられる両生類の絶滅が報告されています。
　コスタリカの高地モンテベルデでは、近年の海面水温と気温の上昇により水蒸気が増加し、雲の量が増えました。このため、昼間の最
高気温の低下と夜間の最低気温の上昇が起こり、一日の温度差が縮小しました。こうした気象条件の変化は、カエルツボカビ症という病
気を引き起こす真菌が繁殖しやすい状況を招き、この病気の大流行が起こりました。その結果、多くの種のカエルが高地モンテベルデか
ら姿を消したことが報告されています。
　このコスタリカでのカエルツボカビ症の大流行の事例では、温暖化が主要な要因であることがほぼ確実といわれており、研究者は温暖
化が種の絶滅に影響を与えていると結論付けています。

　南極半島は、南極大陸の中で特に温暖化が進んでいる地域とい
われており、降雪量の増加や、夏季の気温上昇が報告されています。
　2001年から2002年の夏には、南極半島西部にあるアメリカの
パーマー基地周辺でかつてない量の雪が降り、その雪が融けて抱
卵中のアデリーペンギンに大きな影響を与えました。
　さらに夏の後半には、通常は降らない雨が降りました。ペンギン
のヒナの産毛は防水性がないため、多くのヒナが雨に濡れて低体温
となり生き残れなかったとの報告があります。
　ペンギンの個体数の増減には、降雨量の変化だけではなく、海
氷の減少に伴うオキアミの減少や他の種との競争、人間活動などさ
まざまな要因が絡んでおり、温暖化がどの程度影響しているのか、
はっきりとはしていません。
　しかし、温暖化が進んで降雪や降雨が増えると、これまでアデリー
ペンギンの生息適地だった場所が不適地となることが予想されます。

南極半島で観測されたアデリーペンギンの危機

写真提供：国立極地研究所
雨に濡れるアデリーペンギンのヒナ

生態系には
既に異変が生じ始めている

※雲霧林：高山の中腹の、年間を通じて雲霧に覆われる頻度の高い地帯に成立する森林。一年中高湿度のためコケ林となることが多い。
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　世界各地で、強い台風・ハリケーン・サイクロンや集中豪雨、干ばつ、熱波などの異常気象による災害が頻繁に発生しています。
　アメリカでは、2005年に上陸したハリケーン「カトリーナ」によって、1,800名を超える死亡者、120万人を超える避難民を出しまし
た。ヨーロッパでは2003年8月の熱波によって2万人以上の死亡者を出し、オーストラリアでは、年や地域によって程度に差はありますが、
6年以上も干ばつが続いています。
　2008年には、4月に発生したサイクロン「ナルギス」が大きな被害をもたらしました。ミャンマーでは、少なくとも7万人以上の死亡者
と、5万人以上の行方不明者がいると報告されており、最終的には死亡者・行方不明者合わせて12 ～ 13万人に達する可能性があります

（2008年6月現在）。
　異常気象の発生に温暖化が関与していることを断定することはできませんが、温暖化が進行することによって、このような異常気象の
数が増加し、強さも増す可能性が指摘されています。

世界各地で異常気象が頻発している

　アメリカ西部で大規模な森林火災が1980年代半ばから急増し
ていることが、カルフォルニア大学等の研究によって報告されてい
ます。1980年半ば以降、森林火災の頻度及び火災による焼失面
積は、1970 〜 1986年の平均と比べて、それぞれ約4倍及び6.5
倍以上になっています。
　森林火災の増加には様々な原因が考えられていましたが、この
研究では、最も増加している北部ロッキー山脈の森林火災は、春
から夏の気温上昇と春の雪どけの早まりに強く関連していることが
示されました。春から夏がより温暖な傾向が続くと、春の雪どけの
早まりや、森林火災の発生時期の長期化が予想されます。また、
北部ロッキー山脈やアメリカ西部の山地において、夏の干ばつが
より時期が長く、より厳しくなると、大規模な森林火災がさらに増
加し、森林構成の変化、立木密度の低下につながると報告してい
ます。

温暖化によって森林火災が増加している

写真提供：John McColgan (BUREAU 
OF LAND MANAGEMENT, U.S. 
DEPARTMENT OF THE INTERIOR)

アメリカ モンタナ州
ビタールート・バレーの森林火災

※近年の観測結果によると、異常低温の発生頻度は低下している可能性が非常に高く、このまま温暖化が進めば、将来もこの傾向が続くことはほぼ確実であると予測されている。

ヨーロッパ

アジア

オーストラリア

北アメリカ

南アメリカ

異常高温（2007年4 ～ 8月）
ヨーロッパの広範囲で異常な高
温となった。南東部では6 〜 7
月の熱波によって300人以上
の死亡者が報告された。

異常高温（2003年8月）
フランスなどを中心にヨーロッパで
8月に異常な高温となり、この熱波
によってフランスで約14,800人、
イタリアで約3,100人。ポルトガ
ルで約2,100人の死亡者が報告さ
れた。

異常低温※（2007年1 ～ 2月）
アメリカ各地で寒波が繰り返し生じ、関連す
る竜巻の発生や交通事故などによる死亡者
は90人以上と報告された。

異常低温※（2007年5 ～ 8月）
アルゼンチン周辺では、ラニー
ニャ現象等により異常低温が継
続。死亡者は100人以上と報告
された。

サイクロン（2008年4 ～ 5月）
4月末にミャンマーにサイクロン「ナルギス」が
上陸。暴風や高波によって、7万人以上の死
亡者、5万人以上の行方不明者が報告された

（2008年6月現在）。

サイクロン（2007年11月）
11月中旬にサイクロン「シドル」が発生し、
バングラデシュに上陸。バングラデシュでは、
死亡者が3,000人以上、被災者は870万人
以上と報告された。

大雨・台風（2007年8月）
中国南東部への台風の相次ぐ接近・
上陸によって、朝鮮半島では600人
以上、中国の華北や華南では100人
以上の死亡者が報告された。

ハリケーン（2005年8月）
8月下旬にフロリダ半島にハリ
ケーンカトリーナが上陸。その後、
一旦メキシコ湾に抜けたが、ルイ
ジアナ州に再上陸。このときの中
心気圧は920hPaで、 ルイジア
ナ州を中心に大きな被害をもたら
した。メキシコ湾上空で急速に勢
力を拡大し、同湾の暖かい海面か
ら大量のエネルギーが供給された
とみられる。

干ばつ（2007年9 ～ 11月）
11月に中国全土で121万haの農作
物が干ばつの影響を受けたと報告さ
れた。江西省のカンチョウでは、9 〜
11月の3ヵ月間の降水量が平年比で
約1割であった。

干ばつ（2006年後半、2007年7 ～ 10月）
オーストラリアでは近年干ばつが続いて
いたが、2006年は、 南東部の大部分
で、年間の降水量が平年の60％未満と
なった。また、小麦の生産量は2005年
比で約60％の減少となった。
2007年も2006年ほどではないものの
南東部では干ばつとなり、農作物などに
大きな被害をもたらした。

異常高温

大雨・洪水

干ばつ

異常低温
（出典3より）NASAホームページ

水が干上がり、土がひび割れたウェンドリー湖
（オーストラリアビクトリア州バララット）

（写真提供：朝日新聞社）

異常気象の頻発などにより
人間社会へも影響が現れている

世界各地の異常気象による災害の例
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地　球

太　陽

温　
　　
室　
　　
効　　

　果　　　
ガ　　　ス

太陽からの
エネルギー

地球から放射される
赤外線のエネルギー

宇宙空間へ放出される
赤外線のエネルギー

温室効果ガスによる
赤外線のエネルギー
の吸収と再放射

地球は太陽からのエネルギーで暖められ、暖められた地表面からは熱が放射される。
その熱を温室効果ガスが吸収することで、大気が暖められる。

温室効果のメカニズム

　地球はこれまで、寒冷な長い期間（氷期）と温暖な短
い期間（間氷期）を繰り返してきました。現在は間氷期に
あたり、温暖な時期が1万年ほど続いています。
　それでは、現在の温暖化現象も、過去の地球の気候
変動と同じものとして扱うことができるのでしょうか。
　AR4では、以下のように記述されています。
　「過去100万年で最大の温度変化は、氷期と間氷期
の間の4 〜 7℃の平均気温の変化であるが、これは約
5000年をかけての緩やかな過程であった。したがって、
現在の地球の気候変動の程度が、過去の変動と比べて
はるかに急激で異常であることは明らかである。」
　過去の気温変化が5000年かけて7℃（100年あたり
0.14℃）であったのに対し、最近100年間の気温上昇は
0.74℃、今後100年ではさらなる気温上昇が生じること
が予測されています。

　現在の温暖化は、これまで人類が経験したことのないほど、急激な温度上昇を
引き起こす可能性があるのです。

　温暖化におけるフィードバックとは、
温暖化によって生じる現象が原因となっ
て、結果的に温暖化が促進または抑制
されることです。フィードバックには、
水蒸気、雲、地表面の太陽光反射率な
どの変化によるものや、炭素循環に関
わるものなどさまざまな種類があり、ま
だその効果が解明されていないものも
あります。
　AR4では、炭素循環に関わるフィー
ドバックを加えることで、2100年にお
ける気温上昇の予測結果が1℃以上高
くなると予測されるなど、温暖化をさら
に促進するフィードバックのはたらきが
新たに明らかになりました。

　過去42年間（1961 〜 2003年）と最近10年間（1993 〜 2003年）とで、海面上昇
率を比べると、最近10年間では、過去42年間に比べて上昇率が大きくなっています。
　この違いを要因別にみると、近年は熱膨張による海面水位の上昇率が特に大きく、こ
れが最大の要因となっています。

　現在の地球の平均気温は14℃前後です。これは、左図の
ように、二酸化炭素や水蒸気などの「温室効果ガス」のはた
らきによるものです。
　もし、温室効果ガスが全く存在しなければ、地表面から放
射された熱は地球の大気を素通りしてしまい、その場合の平
均気温は－19℃になるといわれています。
　このように、温室効果ガスは生物が生きるために不可欠な
ものです。しかし、産業革命以降、人間は石油や石炭等の
化石燃料を大量に燃やして使用することで、大気中への二
酸化炭素の排出を急速に増加させてしまいました。このため、
温室効果がこれまでよりも強くなり、地表面の温度が上昇し
ています。これを「地球温暖化」と呼んでいます。
　また、大気による温室効果の寄与率を見ると、水蒸気が
約6割、二酸化炭素が約3割、その他が1割と、水蒸気が多
くを占めています。水蒸気は人間が排出する温室効果ガス
には含まれませんが、フィードバック※効果によって温暖化を
増幅すると考えられます。つまり、気温が上昇すると、大気
中の水蒸気量が増加し、ますます温暖化を促します。

※ 下のフィードバックの項を参照

フィードバック 海面上昇の要因

温室効果のメカニズム

0.0

1.0

2.0

3.0
mm/年

海面水位の上昇率1961～2003年 1993～2003年

熱膨張

1.6

0.77

0.42
0.500.050.05

0.21

0.21

0.140.14

氷河と氷帽の減少 グリーンランド氷床の減少 南極氷床の減少

4

0

–4

–8

–12

0年 5万年 10万年 15万年 20万年 25万年 30万年

現在からさかのぼった年代 間氷期

ド
ー
ム
ふ
じ
基
地
の
気
温

（
現
在
か
ら
の
差
）

（℃）

ドームふじ基地の氷床コアより得られた過去34万年にわたる気温の変化

海面水位の上昇率とさまざまな要因からの寄与の推定

（出典7より作成）

（出典1より作成）

地球は10万年周期で氷期と間氷期を繰り返しており、
現在は間氷期にあたる

現在のような温暖化は過去にもあった？

※ドームふじ基地：南極に設置されている日本の観測基地のひとつで、1995年に
「ドームふじ観測拠点」として開設、2004年に「ドームふじ基地」に改称された。
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放射強制力

放射強制力
0 1 2‒1‒2

値（Wm‒2）

（Wm‒2）

地理的範囲

地球規模

地球規模

地球規模

地球規模

大陸規模

大陸～
地球規模

地方～
地球規模

大陸～
地球規模

大陸～
地球規模

1.66［1.49 － 1.83］

0.35［0.25 － 0.65］
‒0.05［‒0.15 － 0.05］

‒0.2［‒0.4 － 0.0］

‒0.5［‒0.9 － ‒0.1］

‒0.7［‒1.8 － ‒0.3］

0.48［0.43 － 0.53］

0.07［0.02 － 0.12］

0.01［0.003 － 0.03］

0.12［0.06 － 0.30］

1.6［0.6 － 2.4］

0.1［0.0 － 0.2］

0.16［0.14 － 0.18］
0.34［0.31 － 0.37］

長時間滞留する
温室効果ガス

オゾン

ハロカーボン類ハロカーボン類

成層圏 対流圏対流圏

土地利用土地利用
雪上の黒色炭素雪上の黒色炭素

成層圏の水蒸気

直接効果

航空機の巻雲

太陽放射

人為起源　総量

総エア
ロゾル 雲のアル

ベド効果

地表面アルベド

CO₂

N₂O

CH₄

冷やす 暖める

人為起源

自然起源

　1750年頃から始まった産業革命以降、人間は
化石燃料を大量に燃やしてエネルギーを得る生活
を現在まで続けています。
　このため、人間活動による二酸化炭素排出量は
増加し、これに伴い大気中の二酸化炭素濃度は増
え続けています。

　右図の、黒色の線は実際に観測された年平均気温の
変化を示したものです。また、水色の帯は自然の要因
を考慮したシミュレーションにより再現した気温の変化
を、ピンク色の帯は自然と人為の双方の要因を考慮し
たシミュレーションにより再現した気温の変化を、大陸
ごとに示したものです。
　水色の帯は、特に1950年以降、黒色の線と一致し
ません。一方、ピンク色の帯は、黒色の線とよく一致
しています。気温上昇には自然界の変化も影響します
が、現在進行している温暖化の現象は、自然界の変化
だけでは説明できないことが明らかとなっています。
　AR4では、「20世紀半ば以降に観測された世界平
均気温上昇のほとんどは、人為起源の温室効果ガスの
増加によってもたらされた可能性が非常に高い」と指摘
しています。

　地球上の気候システムのエネルギーバランスはさまざまな要因によって変化し
ています。
　その要因のひとつが温室効果ガス濃度ですが、それ以外にも、下図のように、
エアロゾル濃度、地表面の特性などによってバランスは変化し、それぞれの要
因による変化量は、放射強制力という値を用いて示されます。
　産業革命以降のこれらの要因の変化には、人間活動が深く関係しており、
AR4では、「1750年以降の人間活動が温暖化をもたらしたことについての確
信度は非常に高い」と指摘しています。

二酸化炭素の濃度が増え続けている

自然要因だけでは説明できない、
現在の気温上昇

人間活動によって温暖化がもたらされている
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自然の要因を考慮したシミュレーション

観測結果（破線は観測面積が全体の50％未満）（10年平均値）

自然と人為の双方の要因を考慮したシミュレーション

20世紀半ば以降の地球温暖化は
人間活動が原因

大陸別の平均気温の変化（1906 ～ 2005年）

放射強制力の構成（1750 ～ 2005年）

氷床コアと現代のデータによる
二酸化炭素濃度の変化

（出典8より）

（出典8より）

（出典8より）

産業革命前の280ppmから、
2005年は379ppmに

TARでの「可能性が高い（66%
を超える確率）」から、「可能性
が非常に高い（90%を超える確
率）」に表現が変わり、可能性が
さらに高まった。
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基盤岩

湖 クレバス
氷の動き

①温暖化により氷の表面
が融解し、湖などが形
成される。

②水は氷河内の割れ目を
伝わって、地表との隙
間に流れ出す。

③流れ出た水が潤滑油の
働きをして、上の氷が
滑って動く。

④氷床の流出がます
ます加速される。

100年後、
地球の平均気温は1.8〜4.0℃上昇

A1B
B1

A2

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0

–1.0 0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

気温上昇

温室効果ガスが2000年の濃度で一定
20世紀

海面水位上昇
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界
平
均
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昇
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（年）

SRESシナリオ※

　世界平均気温の上昇は、21世紀末まで
に、環境の保全と経済の発展が地球規模で
両立する社会（最も気温上昇の小さい（B1）
シナリオ）では約1.8℃（1.1～2.9℃）、
化石エネルギー源を重視しつつ高い経済
成長を実現する社会（最も気温上昇の大き
い（A1FI）シナリオ）では約4.0℃（2.4～
6.4℃）と予測されています。ここで、（）内
の数字は可能性の高い予測幅を意味します。
　また、今後20年間は、シナリオの違いに
関係なく、0.4℃気温が上昇すると予測され
ています。

　上のグラフは、あくまで「世界平均気温」の予測です。実際には、地域
による違いや季節や年による変動等があります。
　左図はA1Bシナリオでの2090 ～ 2099年の気温上昇の予測結果で
す。世界平均の気温上昇は2.8℃と予測されていますが、北極などの高緯
度地域の気温上昇は、世界平均の気温上昇を上回ると予測されています。

　現在の海面上昇の予測には、
まだ炭素循環フィードバックの
不確実性や、氷床流出変化によ
る全ての影響が含まれていませ
ん。この影響を考慮すると、よ
り大きな海面上昇が起こる可能
性があります。

　世界平均海面水位は、21世紀末まで
に、環境の保全と経済の発展が地球規模で
両立する社会（B1シナリオ）では0.18 ～
0.38m、化石エネルギー源を重視しつつ高
い経済成長を実現する社会（A1FIシナリオ）
では0.26 ～ 0.59m、上昇すると予測され
ています。

気温がさらに上昇する

平均値だけでは、本当の影響が見えない場合がある

海面水位がさらに上昇する

世界平均気温と世界平均海面水位の予測 （1980-1999年と比較した気温上昇）

1980～1999年から2090～2099年における
年平均気温の変化（A1Bシナリオ）

氷床流出変化のメカニズム

（出典8より作成）

（出典8より）

海面上昇予測には、まだ含まれていない要素がある

※ IPCCは、2000年に公表した「排出シナリオに関わるIPCC特別報告書（SRES）」の中で、世
界の社会経済に関する将来の道筋を「経済志向－環境・経済調和志向」、「地球主義志向－地
域主義志向」の計4つに大別し、それぞれの道筋を叙述的又は定量的に描写しています。そし
て、これら（SRESシナリオ）を前提として、将来の温室効果ガス排出量が推計されています。

写真提供：ROGER BRAITHWAITE/Still Pictures

グリーンランドを覆う大規模な氷床から
とけ出した水の流れ
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世界の沿岸湿地の
約30%の消失※2

湿潤熱帯地域と高緯度地域における水利用可能量の増加

中緯度地域と半乾燥低緯度地域における水利用可能量の減少と干ばつの増加

数億人の人々が水ストレスの増加に直面

最大30%の種の絶滅リスクが増加 地球規模での
重大な※1 絶滅

サンゴの白化の増加 ほとんどのサンゴが白化 広範囲にわたるサンゴの死滅

種の分布範囲の移動及び森林火災のリスクの増加
の生態系が影響を受ける。

陸域生物圏の正味の炭素放出源化が進行
~15%                                                          ~40%の

低緯度地域における穀物の生産性の低下傾向 低緯度地域における全て
の穀物の生産性の低下

中高緯度地域におけるいくつか
の穀物の生産性の増加傾向

いくつかの地域における
穀物の生産性の低下

小規模農家、自給農業者、漁業者への複合的で局所的な負の影響

いくつかの感染症媒介生物の分布変化

栄養不良、下痢、心臓・呼吸器系疾患、感染症による負担の増加

保健サービスへの重大な負担

これに沿って影響が増加する このまま影響が継続する

海洋の子午面循環が弱まることによる生態系の変化

毎年さらに数百万人が沿岸域の洪水に遭遇する可能性がある

洪水及び暴風雨による被害の増加

熱波、洪水、干ばつによる罹病率※3及び死亡率の増加
り

0 1 2 3 4 5 °C

水

生態系

食料

沿岸域

健康

※1：「重大な」はここでは40％以上と定義する
※2：2000～2080年の海面平均上昇率4.2mm/年に基づく
※3：病気の発生率のこと

わずかな気温上昇でも
温暖化の悪影響が生じる
　温暖化が進むことによって、将来的に世界各地で深刻な影響が生じると考えられています。
　AR4では、地域ごとに以下のような影響が予測されています。

　AR4では、気温の上昇量とそれに伴う主
要な影響を、右の表のようにまとめています。
この表では、各文章が始まる左端の位置が、
その影響が出始める気温上昇量であることを
示しています。
　例えば、中緯度地域や半乾燥低緯度地域
における水利用可能量の減少や干ばつの増
加、サンゴの白化の増加、沿岸域における
洪水や暴風雨による被害の増加、感染症の媒
介生物の分布変化など、地域や分野によって
は、たとえ0 ～ 1℃程度の気温上昇であって
も、温暖化の悪影響を被ります。
　こうした脆弱な人間社会や自然環境の存在
を考慮すると、「世界平均で何℃の気温上昇
であれば安全」という線を引くことはとても難
しく、可能な限り温暖化を緩和することが必
要であることがわかります。

地域ごとに予測される影響の例

わずかな気温上昇でも温暖化の悪影響を被る地域・分野がある

小島嶼オーストラリア及びニュージーランド

アジア
ヨーロッパ 北アメリカ

南アメリカ
アフリカ

北極

南極

海面上昇による浸水や
侵食等によって、 必要
不可欠なインフラ、居住
域、施設が脅かされる。

現在進行している水の安全保障の問題は、
2030年までに一部の地域でさらに増大する。
例えば、ビクトリア州では2030年までに流出量
が最大45％減少し、オーストラリアのマーレー・
ダーリング川流域でも2050年までに河川流量
が10〜25％減少する。

沿岸地域（特に南アジア、東アジア、東南アジアの
人口が密集しているメガデルタ地帯）は、洪水の増
加によって最大のリスクにさらされる。例えば、1m
の海面上昇で、ベトナムの紅河流域では5,000km2

が浸水して400万人の人々が影響を受け、メコン川
流域では15,000~20,000km2が浸水して350 〜
500万人の人々が影響を受ける。

A2及びB1排出シナリオに基づ
くと、2080年代までに、17の
西ヨーロッパ諸国の水ストレスを
受ける流域に居住する人々の数
が、さらに1600万人から4400
万人それぞれ増加する。

夏季の気温上昇によって、
火災リスクの高い期間が
10 〜 30％伸び、カナダで
は2100年までに、 森林の
焼失面積が現在より74 〜
118％増加する。

A2の排出シナリオに基づくと、
飢餓のリスクにさらされる人々
の数が、 気候変動によって、
2020年に500万人、2050年
に2,600万 人、2080年 に は
8,500万人、追加的に増加する

（二酸化炭素濃度の上昇による
肥沃効果を考慮しない場合）。

2020年までに、7,500万〜 
2億5,000万人の人々が、気
候変動に伴う水ストレスの増
加にさらされる。
2020年までに、いくつかの
国で、 天水農業における収
量が最大で50％減少する。

排出シナリオによっては、北極地方では、今世紀末までに、
海氷の年間平均範囲が22 〜 33％減少する。

南極大陸では、南極半島の氷河の消失や西南極氷床の一部の
厚さの減少など、現在生じている現象が継続する。 （出典8, 9より）

世界年平均気温の増大に対応した主要な影響

（出典8より）
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河川流量が減少し、2020
年以降は現在の水需要が
満たされなくなる、またサ
ケの生息地が消失

既存の水力発電所に
おける電力生産可能
量は、2070年代ま
でに25%以上減少

バングラデシュにおける年
間ピーク流量時の浸水地域
は、世界気温の2℃の上昇
に伴い少なくとも25％増加

アフリカでは、2020年までに7,500万人～ 2億5,000万人
の人々が気候変動に伴う水ストレスの増加にさらされる

小島嶼の淡水レンズ
の 厚さは、2040～
2080年までの0.1m
の海面上昇によって
25mから10mに減少

地下水涵養は2050年代
までに70%以上減少

良好な水供給及び
公衆衛生インフラが
ない地域において、
さらに激しい降水現
象による病原体の負
荷が増加

減少 増加

年間流出量の平均変化率

水 　温暖化が進むと、河川流出量や利用可能な水の量にも影響が現れます。
　AR4では、下図のように、21世紀後半には世界中で年間の河川流出量が変化すると予測されて
います。年間流出量が減る地域では渇水等の影響を受ける一方、年間流出量が増える地域でも洪水
の危険性が高まるだけでなく、季節ごとの降雨パターンが変化して、必要な時に必要な量の水が得ら
れない、という問題が生じる場合があります。

　日本では近年、極端に少雨の年が増えているとともに、少
雨の年と多雨の年の年降水量の開きが大きくなる、つまり、年
変動が拡大する傾向が確認されています。一方で、時間雨量
100ミリ以上の豪雨の回数が増加していることも確認されてい
ます。現在のこのような降水量の年変動の傾向や豪雨の増加
等の現象は、温暖化が要因となっているかどうかは明らかにさ
れていませんが、今後温暖化が進行すると、こうした傾向が強
くなると考えられます。
　また、21世紀末（2071 ～ 2100年平均）には、夏季の降
水量が現在（1971 ～ 2000年平均）より約20%増加し、夏
季の日降水量が100mmを超える豪雨日数も、温暖化の進行
とともに増加する（右図）と予測されています。

日本では、夏季の降水量と豪雨の頻度が増加する

河川流出量、利用可能水量の変化

2081 ～ 2100年までの年間流出量の平均変化率（％）と温暖化が淡水に及ぼすと予測される影響の例
（1981 ～ 2000年との比較、SRESのA1Bシナリオを使用）

日本の夏季（6・7・8月）の豪雨日数の変化

（出典9より）

※ SRESのA1Bシ ナ リ オ を 採 用。 日 本 列 島 を 覆 う 格 子（100km×
100km程度）のうち１つでも日降水量が100mmを超えれば、豪雨1
日と数えた。広い面積の平均を基にしていることから、絶対値は観測
データと直接比較できない。相対的な変化のみが重要となる。
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21世紀後半には豪雨
の多い年が目立つ

（出典9より作成）

温暖化がもたらす深刻な将来影響
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各年の予測結果
予測結果の5年移動平均値

海氷面積の
急激な減少期間

予測範囲

　日本でも、高山生態系で影響が現れ始めてい
ます。
　北海道大雪山五色ヶ原では、この10 ～ 20年
の間に、お花畑の消失が起こっています。これは、
雪どけ時期が早まったことにより、土壌の乾燥化
が進んだためではないかといわれています。
　温暖化が進むと、今後もこのような高山植物の
消失域が増加すると考えられます。

生態系
　AR4では、 世界平均気温が
産業革命前より1.5 ～ 2.5℃以
上高くなると、調査の対象となっ
た動植物種の約20 ～ 30％で
絶滅リスクが増加する可能性が
高いと予測されています。

　生態系は、もともと気候などの変化に合わせて適応する能力をもっ
ています。しかし、温暖化の影響で起きる洪水、森林火災、海洋酸
性化等と、土地利用変化等のさまざまな要因が組み合わさると、その
適応能力を超えてしまい、生息適地の変化に追いつけなくなる可能性
が高いといわれています。
　温暖化すると、植生の分布を決める「暖かさの指数」が増加し、気
候帯が北上します。2100年までに地球の平均気温が3 ～ 4℃上昇
する場合、日本では気候帯が4～5km/年のスピードで北上するとい
う報告があります。しかし、生態系の基礎である樹木はそれほど速
くは分布域を移動させることができないため（コナラやカシワで75～
500m/年）、枯れたり生育できなくなる可能性があります。

1.5～2.5℃の気温上昇により、動植物の約2～3割で絶滅リスク増加

生態系が、温暖化のスピードに追いつかなくなる

日本でも現れ始めた生態系への影響

気温上昇に応じた生物種の絶滅リスクの増加

お花畑の消失：北海道大雪山系五色ヶ原にて

（出典9より作成）

（写真提供：北海道大学工藤岳准教授）

（写真提供：朝日新聞社）
Copyright 2006. American Geophysical Union. 
Reproduced by permission of American Geophysical Union.

（出典11より）

2024年からの10年間で北極
の夏の海氷面積は400万km2

も急激に減少し、 その結果2040
年には、夏の海氷がほぼ消失する
可能性があるとの予測結果もある。

海氷の上をエサのアザラシを探して歩くホッキョクグマの親子
（2006年7月、ノルウェー・スバールバル諸島）

ハクサンイチゲの大群落

1990年7月 2007年7月

スゲ類の草原へ変化し、お花畑は見られない。

　ホッキョクグマは、海氷の上からアザラシなどを捕まえます。カナダ
のハドソン湾では、海氷面積が減少したため、ホッキョクグマは狩りが
できなくなり、 平均体重が295kg（1980年）から230kg（2004年）
に減少したとの報告例があります。21世紀半ばには、 全世界のホッ
キョクグマの個体数が3分の1になるとの予測もあり、2008年5月には
アメリカ政府がホッキョクグマを絶滅のおそれがある種（Threatened 
species）に指定しました。

北極の海氷面積の予測（9月）

気温上昇※1

1.6℃

種への影響

9～31%の生物種が絶滅に
瀕する

全世界※2

2.2℃ 15～37%の生物種が絶滅に
瀕する

全世界※2

2.9℃ 21～52%の種が絶滅に瀕する 全世界※2

3.5℃ 世界の生物多様性ホットス
ポットで固有種の15～40%
が絶滅と予測

※1 産業革命前からの気温上昇値。値は各文献からの引用、文献中の気温幅
　   の中央値、または計算結果の中央値を使用。
※2 地表面の20％を対象とした調査

全世界

3.1℃ 残存していたサンゴ礁生態
系が絶滅

全世界

2.8℃ 北極

1.7℃ 全てのサンゴ礁が白化 グレートバリアリーフ、
東南アジア、
カリブ海

地域

夏の北極の海氷範囲が62%
消失すると、ホッキョクグマ、
セイウチ、アザラシの絶滅リ
スクが高まる

海氷の減少と「絶滅のおそれがある種」ホッキョクグマ
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食料 　中緯度から高緯度の地域では、地域の平均気温が
1 ～ 3℃までの上昇の場合、作物によっては生産性
がわずかに増加すると予測されています。
　しかし、低緯度地域、特に乾季のある熱帯地域で
は、地域の気温がわずかに上昇（1 ～ 2℃）するだけ
でも、作物の生産性が減少し、これにより、飢餓の
リスクが増えると予測されています。
　世界全体でみると、地域の平均気温が３℃を超え
て上昇すると、潜在的食料生産量は低下すると予測
されています。

　オーストラリアでは、2006年の大干ばつで小麦の生産量が前年と比較して約60％の減少しました。輸出量も約3分の2に減少し、輸
出価格も上昇したため、輸入小麦の約2割をオーストラリアに頼っている日本にも、大きな影響がありました。
　近年、小麦、とうもろこし等の穀物価格は、干ばつに限らず、食料需要の増大、バイオ燃料の原料としての需要増大、投機資金の流
入など、さまざまな理由から国際的に値上がりしています。このため、日本政府の小麦売渡価格が30%値上げされ、小麦粉を原料とした
食品小売価格の値上げが相次いでいます。
　この上、将来温暖化が進めば、世界各地の食料供給に、さらに深刻な影響が及ぶと懸念されます。

　日本でも、コメの品質低下や水稲栽培に適した時期の
変化、麦や大豆の減収、りんごやみかん等、果樹の栽培
適地の移動などが予測されています。
　また、沖合漁業や養殖などの水産業、畜産業にも影響
が及ぶことが予想されています。
　既に、多くの地域で高温等によりコメや果樹の品質低下
が報告されています。

世界各地の穀物生産に影響が及び、日本にも波及する

日本でも、コメや果樹などの作物生産に影響が及ぶ

60
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–20
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0
1 2 3 4 5

（％）
中・高緯度域

（℃）

低緯度域
1～3℃までなら高緯度
地域ではやや増加

低緯度地域では少しの
気温上昇でも減少

収量変化率

気温上昇時の収量変化率（小麦：適応策なし）

オーストラリア小麦の生産量・輸出量と輸出価格の推移

※グラフは、IPCC AR4 WG2 TS図TS.7より作成
（出典12より）

※ 生産量・輸出量：2006年はABARE（オーストラリア農業資源
経済局）見積値、2007年はABARE推計値

（写真提供：広島県立総合技術研究所
農業技術センター果樹研究部）

（写真提供：九州沖縄農業研究
センター森田敏上席研究員）

みかんの「浮皮症」 による品質低下 コメの白未熟粒による品質低下

整粒

背白粒

乳白粒成熟期の高温・多雨により果皮と果肉
が分離。品質・貯蔵性が低下する。

出穂後20日間の平均気温が26〜27℃
を超えると急激に玄米が白濁する。
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2002年干ばつ 2006年干ばつ 　現在、香川県で製造される「さぬきう
どん」の原料は、オーストラリアより輸入
した「ASW」という小麦が流通量全体の
約85%と大半を占め、国産小麦（「さぬき

の夢2000」等）の割合は約15%程度です。
　輸入小麦の価格は政府の売渡価格によって決定され
ますが、さぬきうどんの原料となる「ASW」も、2007年
4月、24年ぶりの値上げとなりました。この値上げに伴い、
さぬきうどん店も軒並み打撃を受け、値上げする店舗
が相次いでいます。2006年のオーストラリアにおける
大干ばつが、私たちの食卓に与えた最も身近な影響の
一つと言えます。

さぬきうどんと温暖化
オーストラリア大干ばつが与える影響

地域の平均気温が3℃を超えると、世界全体でみると潜在的食料生産量が低下する

（出典13より作成）

温暖化がもたらす深刻な将来影響
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健康
　温暖化は、人々の健康にもさまざまな影
響を及ぼすと予測されています。特に、適
応能力の低い人々（子どもや高齢者、低所
得国・地域の人々）には、重大な影響が及
びます。
　世界中で猛威をふるっているマラリアは、
温暖化が進むとその感染リスクの高い地域
が広がります。2080年頃には、温暖化に
よる追加的リスク人口※1は2億2千万人～ 4
億人※2になると予測されています。
　いくつかのアジア諸国では、2030年ま
でに栄養不良が増加、カナダでは2080
年までにライム病の媒介生物の存在域が
1,000km北にまで拡大すると予測されて
います。

　2007年、日本では、熊谷市・多治見市で40.9℃を記録する
などとても暑い夏となりました。
　その結果、2007年の熱中症患者数（救急搬送数）は多くの
都市で過去最高を記録し、東京23区では879人、都全体では
1,200人を超える患者が報告されました。
　またヨーロッパでは、2003年に3月以降高温が続き、8月に
は特にフランスやドイツを中心に平年より8℃以上高い地域が増
加、なかでもパリ近郊のモンスリでは、35℃以上の日が9日間
も続き、パリでは最高40.0℃を記録しました（平年より約17℃
高い）。その結果、熱波により、多くの被害が生じ、フランスだ
けで約14,800人、ヨーロッパでは約22,000人以上が死亡し
ています（WHO推計）。
　しかし、年間平均気温でみると約0.5 ～ 1.5℃の上昇、夏の
平均気温では3.8℃程度の上昇に過ぎませんでした。

　デング熱の媒介生物として知られるヒトスジシマカは、近年、温暖化
によってその生息域が広がっています。台湾では、これまでデング熱の
大きな流行はありませんでしたが、2000年代に入り、大きな流行が起
こるようになってきました。
　日本でも、生息域が次第に北上していることが確認されており、今後
もその分布を広げる可能性が指摘されています。これらの地域ですぐに

デング熱が流行するとい
うわけではありませんが、
デング熱流行の潜在的な
リスクがある地域が拡大
する傾向にあることは確
かです。

温暖化は、人の健康にさまざまな影響を及ぼす

日本では、2007年、最高気温を記録。熱中症患者数が過去最多に

感染症を媒介する生物の分布が変わる

温暖化が人の健康に及ぼす影響例とその大きさ

都市別熱中症患者数の推移

（出典9より作成）

※1 追加的リスク人口：温暖化を想定して推定したリスク人口から、現状の気候不変を想定して推定したリスク人口を引いた人口数。いず
れのリスク人口も、温暖化の想定の有無に関わらず、人口総数の将来変化を考慮している。なお、リスク人口とは、潜在的に流行の
起きる可能性のある地域に住む人口のことを指しており、該当する地域で実際に流行が起きることを意味するものではない。

※2 予測値の幅は、人口シナリオ及び気候変化シナリオの違いによるものである。

（出典14より作成）

（写真提供：国立感染症研究所 昆虫医科学部）
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東北地方におけるヒトスジシマカの分布北限の変化

（出典15より作成）

マイナスの影響

マラリア：感染期の拡大

栄養不良の増加

極端な気象現象による死亡、
疾病、障害を被る人々の数の増加

感染期の短縮

分布域の縮小

プラスの影響

高
確信度

中

大気の質の変化による
心臓・呼吸器系疾患の頻度の増加

下痢性疾患による負担の増加

感染症媒介生物の分布域の拡大
寒さに関連する
死亡者の減少
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　温暖化が進めば、平均気温が高くなるだけではなく、海面が上昇し、さらに熱帯低気圧の強度の増加（※左下図参照）や集中豪雨の増
加など、異常気象の増加が重なります。このため、特に沿岸域では、高潮や浸水などによる被害の増加が懸念されています。
　AR4では、2080年代までには、海面上昇により毎年洪水にさらされる人口が何百万人も増えると予測されています。影響を受ける人
口が最も多くなるのは、アジアやアフリカの海抜が低いデルタ地帯といわれています。また、小島嶼は特に脆弱性が高く、海面上昇により、
浸水、高潮、侵食などの災害が増え、島の暮らしを支える重要な社会基盤が脅かされると予測されています。

　温暖化が進んだ場合、海面
上昇による海岸侵食や、台風
の強度の増加・進路変化が起
こるといわれています。
　日本の沿岸域では、温暖化
による影響であるかどうか現
時点では明らかにはなっていま
せんが、温暖化が進んだ場合、
さらに増加すると考えられる現
象が既に起こっています。　
　2004年の台風23号では、
13.5mというわが国観測史上
最大の波が高知県菜

な ば え

生海岸を
襲い、海岸堤防が倒壊しまし
た（写真上）。また、2007年
の台風9号では、神奈川県の
西
せい

湘
しょう

バイパスで路面の崩壊な
ど甚大な被害が生じました（写
真下）。
　日本は、特に沿岸域に人口・
産業が集中しており、このよ
うな地域は、温暖化に対する
脆弱性が高いといえます。

強い熱帯低気圧の増加
　最近の研究では、過去30年で、強い熱帯低
気圧の割合が増加してきていることが報告され
ています。
　温暖化により、強い熱帯低気圧は今後も増加
することが予測されており、その結果、激しい
風雨により沿岸域での被害が増加する可能性が
あります。

熱帯低気圧の各カテゴリー※別の割合変化
（5年毎）

※ 熱帯低気圧の強度を示す等級。1 〜 5に分けられ、
5が最も強度が大きい。

（出典16より）

日本での沿岸域における被害

70/74

50

40

30

20

10

75/79 80/84 85/89 90/94 94/99 00/04年

カテゴリー1
カテゴリー2, 3

カテゴリー4, 5
破線は全期間の平均値

割
合（
％
）

海面上昇により生活を脅かされる人々が増加する

浸水した道路を歩く子ども達　　ツバルにて（写真提供：東京大学茅根創教授）

2004年台風23号による菜生海岸の被災状況

2007年台風9号による西湘バイパスの被災状況

（写真提供：福濱方哉国土交通省北陸
地方整備局黒部河川事務所長）

（写真：国土交通省関東地方整備局
横浜国道事務所ホームページより）

カテゴリー 4, 
5の強い熱帯
低気圧が増加
している

2005年のハリケーン「カトリーナ」は
最大時にはカテゴリー 5を記録した。

沿岸域、小島嶼等
温暖化がもたらす深刻な将来影響
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二酸化炭素
（化石燃料利用）

フッ化ガス
（HFC, PFC, SF₆）

一酸化二窒素

56.6％

二酸化炭素
（その他）
2.8％

二酸化炭素
（森林伐採など※）
17.3％

1.1％7.9％

メタン
14.3％

　森林減少に伴う温室効果ガス
排出量は、世界全体の排出量の
約2割を占めています。

　2000年から2005年の森林面積の変化をみると、特に熱帯地域で森林減
少の進んでいることがわかります。

　森林減少の原因には、プランテーションの開発等
農地への転用や、燃料用木材の過剰な採取、森林
火災、違法伐採、焼き畑農業の増加等があります。

　開発途上国では昔から生活のために使う燃料とし
て薪炭材を使用してきました。人口増加に伴う需要
の増加や森林自体の減少により、薪炭材の採取量が
森林の回復量を上回り、森林のさらなる減少・劣化
の要因となっています。

（写真はブルキナファソの例）

　バイオ燃料の需要増加とも相まって、森林を伐採
してパームオイルのプランテーション等の大規模な
農地への転用が増加しています。

（写真はインドネシアの例）

　森林減少に伴う温室効果ガスの排出量は、世界全体の排出量の約2割を占
めるため、この減少を防止することが、地球温暖化対策として極めて重要で
す。2005年に開催された第11回気候変動枠組条約締約国会議（COP11）で、
パプアニューギニアとコスタリカが「途上国における森林減少に伴う排出の削減

（REDD※1）を議題とすべきである」との提案を行って以来、この目的のために
どのような仕組みを形成すべきかについての議論が進められています。
　一方、実際のパイロットプロジェクトにより、森林減少抑制の経験を蓄積す
ることが重要であることから、2007年末に世界銀行において「森林炭素パー
トナーシップ基金（FCPF※2）」が設立されました。わが国もこの基金に対して3
年間で1,000万ドルを拠出する予定であるなど、その活動を積極的に支援して
いくこととしています。
　森林減少の対策では、地元住民が参加する持続可能な森林経営が特に重要
となります。

※1 REDD：Reducing Emissions from Deforestation in Developing Countries
※2 FCPF：Forest Carbon Partnership Facility

※ここには、森林伐採による二酸化炭素
排出量、伐採や木材搬出後に残る地上
バイオマスの腐敗（分解）による二酸化
炭素排出量等が含まれる。

森林減少の原因

森林減少に伴う排出量削減の取組

森林面積の変化の大きな国

森林減少に伴う温室効果ガス排出量の寄与森林減少と
温暖化

©（財）地球・人間環境フォーラム

©FoE Japan

背景写真©FoE Japan

人為起源温室効果ガス総排出量の
内訳（2004年・二酸化炭素換算）

森林面積の変化の大きな国（地域別、2000 ～ 2005年）

森林炭素パートナーシップ基金（FCPF）の概要

（出典8より作成）

（出典17より作成）
-4,000 -3,000 -2,000 -1,000 0 0 1,000 2,000 4,000 5,000

森林減少 森林増加
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41

40

資金
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技術
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先進国

世界銀行
途上国

（民間機関を含む）

森林基金
3億ドル（予定）
準備基金1億ドル
炭素基金2億ドル

森林減少抑制の
ためのプロジェクト

燃料用木材の過剰な採取

プランテーション等の農地への転用

温暖化には森林減少も寄与している
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二酸化炭素の部門別排出量の推移

0

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

CO₂ CO₂
CH₄
N₂O

CH₄ N₂O HFCs PFCs SF₆

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006基準年

基準年 1990年

年度

±0％

＋5％

＋10％

百万トン二酸化炭素換算

HFCs
PFCs
SF₆

1995年

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

0 5 10 15 20
フィリピン
ベトナム
ペルー
インド

インドネシア
ブラジル
タイ
チリ

メキシコ
中国

マレーシア
フランス
イタリア

ニュージーランド
イギリス
韓国
日本
ドイツ

シンガポール
ロシア
ブルネイ
カナダ

オーストラリア
アメリカ

1人あたりトン二酸化炭素換算

世界と日本の排出量の推移

（1990年度） （2006年度）

産業（工場等）

エネルギー転換

工業プロセス

廃棄物

482百万トン 460百万トン

217百万トン 254百万トン

164百万トン 229百万トン

127百万トン 166百万トン

（4.6％減）

（39.5％増）

運輸
（自動車・船舶等）

業務その他
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（二酸化炭素換算）
億トン
271

アメリカ
21.4%

25.6%

中国

ドイツ

ロシア

インド
日本 EU旧15か国

18.8%

3.0%

カナダ 2.0%

メキシコ1.4%
オーストラリア
インドネシア

その他

1.4%
1.3%

韓国1.7%

5.7%

4.2%
4.5%

イギリス 2.0%
イタリア1.7%

フランス1.4%
EUその他
4.0%

12.0％

　二酸化炭素の国別排出量をみると、アメリカが1位、中国が2位を占めていますが、国別1人あたり排出量をみると、アメリカが
1位であるのに対し、中国は下位となっています。1人あたりでみた場合には先進国からの排出が大きいことがわかります。

　わが国では、2006年度の温室効果ガ
スの総排出量が13億4,000万トン（二酸
化炭素換算）で、京都議定書の基準年の
総排出量12億6,100万トンを6.2%上
回っています。
　二酸化炭素排出量を部門別にみると、
産業部門からの排出量が最も多いですが、
基準年からの変化をみると、業務その他
部門、家庭部門、運輸部門の増加率が大
きくなっています。

二酸化炭素の国別排出量と国別1人あたり排出量

日本の温室効果ガス排出量の経年変化

二酸化炭素の国別排出量（左）と国別1人あたり排出量（右）（2005年）

温室効果ガス総排出量の推移

（出典18より作成）

（出典19より作成）

（出典19より作成）

注） 四捨五入の関係で各国
の数値と合計値が一致
しない場合がある。
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2030年のマクロ経済影響予測

将来の排出削減の可能性
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　世界の温室効果ガスの排出量は、今後も増加すると予測され
ています。
　温暖化による影響を最小に抑えるためには、早急に地球全体
の温室効果ガス排出量を大幅に削減し、その濃度を安定化させ
る必要があります。そのためには、これまで温室効果ガスを大
量に排出しながら発展してきた先進国が率先して対策を講じると
ともに、将来的に先進国の排出量を上回ると予測されている開
発途上国（右図）も、何らかの形で排出削減・抑制に参加するこ
とが重要になります。

　AR4では、「今後数十年にわた
り、 世界の温室効果ガス排出量を
削減するだけの大きな排出削減ポテ
ンシャルがあり、これにより予測さ
れる世界の排出量の伸びを相殺また
は現在のレベル以下にまで削減でき
る可能性がある」としています。
　また、2030年には、コストをか
けずに取り組める（利益を生ずる）対
策によって、年間約60億トン二酸化
炭素換算の排出量を削減できる、と
も指摘しています。

　AR4では、排出削減を進めることによって、経済にどの程度
の影響が及ぶのかについても言及されています。
　右図に示すように、経済への影響は、温室効果ガスの安定
化濃度の目標レベルが厳しくなればなるほど、増加します。
　ただし、右図は世界平均の影響予測であり、国や部門によっ
て影響の現れ方は異なります。

温室効果ガス排出量の将来予測

将来の排出削減の可能性

排出削減に伴う経済影響

先進国と開発途上国の今後の排出量予測※

2030年の部門別の排出削減ポテンシャルの推計値（要素技術積み上げ型の研究による）

（出典20より作成）

※ここでのGDPは、市場交換レートに基づく世界のGDP。
　また、GDP損失はBaU（基準ケース）と比較した値。

（出典8より作成）
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換
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低い

590～710ppm

445～535ppm 3％未満

‒0.6～1.2％

GDP損失※目標安定化濃度

目指す安定化濃度目標レベルが厳
しいほど、経済影響も大きくなる。

2030年までの年平均の経済成長率を、
0.12％ポイント低下させることに相当する。

（出典8より）
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家庭・業務部門は特に削減ポテンシャルが大きい。

※SRES B2に準拠したシナリオ
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　大気中の温室効果ガス濃度の安
定化とは、地球全体の温室効果ガ
スの排出量と吸収量のバランスがと
れた状態になることです。
　温室効果ガスの濃度は工業化の
進む産業革命以前は280ppm程度
でしたが、現在は380ppm程度と
なっています。また、現在、温室効
果ガスの人為的排出量は、自然の
吸収量の約2倍に達しています。
　これから目指すべき「安定化」のレ
ベルがどの程度なのか、また、どの
程度の速さで安定化させるべきか、
という点が重要になります。

二酸化炭素濃度安定化のイメージ（模式図）

安定化水準の範囲に対する平衡状態の気温上昇

人為的排出量
72億炭素トン／年

（2000～2005年平均）

年1.9ppm増
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31億炭素トン／年
（2000～2005年平均）
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世界平均気温上昇

（℃）

熱膨張のみによる
産業革命前からの
世界平均海面水位上昇

（m）

6

18

21

118

9

5

評価された
シナリオの数

温室効果ガス
安定化濃度

（エアロゾル含む）
（ppm二酸化炭素換算）

安定化濃度と気温上昇
気候変動枠組条約と安定化濃度

大気濃度安定化とは？

今後20～30年の削減努力と投資が、安定化濃度の達成に大きく影響する

　気候変動枠組条約は、1992年5月に国連で採択され、同年の国連環境開発会議開催期間中に、日本を含む155カ国が署名し
ました。この条約は、温暖化を防止することに同意した世界各国が、具体的な取組に向けて話し合い、協力を推進するよりどころ
となっています。条約では、「気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において、大気中の温室効果ガスの
濃度を安定化させること」を究極の目的としています。
　また、そのような水準の達成にあたっては、生態系が気候変動に自然に適応し、食料の生産が脅かされず、かつ、経済開発が
持続可能な形で進められる期間内で達成されるべきとしています。

　AR4では、「今後20 ～ 30年の温室効果ガス排出削減努力とそれ
に向けた投資が、より低い安定化濃度の達成に大きな影響を与える」と
しています。また、排出削減が遅れると、より甚大な影響を被るおそ
れが増大するとも指摘しています。当面の私たちの努力が、温暖化の
影響を最小に抑える上で、非常に重要といえます。
　右の図と下の表は、Ⅰ～Ⅵの6つの安定化水準と世界平均気温上昇量
等との関係を示しています。表から、気温上昇の程度をより小さく抑え
るには、より大きな排出削減に努め、できるだけ早い時期に排出量を
増加から減少へと転じさせる必要があることがわかります。

温室効果ガス濃度安定化
のためには、 人為的排
出量を、今後の自然の吸
収量と同じ量にまで減ら
さなければならない。

自然の吸収量は、将来の
大気中の二酸化炭素濃度
や気候変動の影響を受け
て変化する。

気温上昇の程度をより小さく抑えるには、
目指す安定化濃度がより厳しく（低く）なる

（出典1より作成）

（出典8より作成）

（出典8より作成）

注： 濃度安定化のイメージを
わかりやすく示すため、
陸域・海洋の蓄積量や炭
素循環の詳細は省略され
ている。

※ 気候感度とは、大気中の二酸化炭
素濃度が産業革命前の２倍になっ
た場合の気温の変化。最良の推計
値は3℃で、あり得る範囲の上限が
4.5℃、下限が2℃である。

第3次評価以降の安定化シナリオの特徴と、これに伴う長期的な平衡状態の世界平均気温、熱膨張のみに由来する海面水位上昇
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次期枠組みに向けた流れ

京都議定書の概要

各国の約束値と温室効果ガス排出状況

温暖化防止の鍵を握る京都議定書
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京都議定書とは？

各国の削減約束と排出状況

2013年以降の次期枠組みに関する検討

　気候変動枠組条約は、これまでの温室効果ガスの多く
が先進国から排出されてきたことや、各国の能力等を考慮
し、「共通だが差異のある責任」という考え方を根底に据
えています。
　この考え方の下、1997年、京都で開催されたCOP3
で、2008 ～ 2012年の間に先進国や経済移行国（附属
書Ⅰ国）が全体の温室効果ガス排出量を1990年に比べて
5%以上削減することを目的とした「京都議定書」が採択さ
れました。
　議定書は、その採択後にアメリカが不参加を表明する
等の動きがありましたが、2005年に発効し、国際的に
温室効果ガス排出削減を規定した唯一の枠組みとして、
また、長期にわたる温暖化対策の第一歩として位置づけ
られるものとなっています。

　京都議定書は各国ごとに削減約束を定めています。
2001年のマラケシュ合意※で、森林経営による吸収量と
して計上できる上限値が定められました。
　欧州は「EUバブル」という仕組みを作り、共同で8%の
削減約束を達成しようとしています。
　アメリカは、7%の削減約束を掲げていましたが、ブッ
シュ政権誕生後、自国の経済に不利益になると主張し、
2001年、京都議定書への不参加を表明しました。
　わが国の削減約束は6%ですが、このうち3.8%までは
森林経営による吸収量を算入できます。しかし、2005
年には1990年と比べて排出量が7.8%上回っており、
削減約束との差は約14%と広がっています。

　京都議定書では、2008年～ 2012年を第1約束期間と定めていますが、その後の枠組みについて、まだ具体的なことは決
まっていません。2007年12月にインドネシア・バリで開催されたCOP13・京都議定書第3回締約国会合（COP/MOP3）では、
2013 年以降の枠組みについて2009 年までに合意すること等を定めたバリ行動計画が採択されました。このような国際交渉の
動向をふまえ、国内でも長期的な温暖化対策のあり方について検討を進める必要があります。

（出典：UNFCCCデータを基に作成。 ただし、
中国とインドについてはIEAデータを基に作成。）

※ 2001年にモロッコのマラケシュで開催されたCOP7で合意された議定
書の運用ルール等。

第一約束期間 次期枠組み京都議定書発効

2005年～ 2008年～2012年 2013年～

2009年までに
次期枠組みに合意

対象ガスなど

対象ガス
二酸化炭素（CO₂）、メタン（CH₄）、一酸化二窒素（N₂O）、ハイドロフルオロ
カーボン（HFCs）、パーフルオロカーボン（PFCs）、六フッ化硫黄（SF₆）

吸収源の
取扱い

1990年以降の新規の植林や土地利用の変化に伴う温室効果ガス吸収量を排出量
から差し引く。

削減約束

基準年 1990年（HFCs、PFCs、SF₆は1995年とすることができる）

第一約束期間 2008年から2012年（5年間の合計排出量を基準年排出量の5倍に削減約束を
乗じたものと比較）

削減約束
・先進国全体の対象ガスの人為的な総排出量を、基準年より少なくとも約5％削減
する。
・国別目標（日本6％減、アメリカ7％減、EU8％減など）

京都メカニズム

排出量取引

共同実施 先進国同士が共同で削減プロジェクトを行った場合に、それで得られた削減量
を参加国の間で分け合う仕組み。

先進国が割り当てられた排出量の一部を取り引きできる仕組み。

クリーン開発
メカニズム

先進国が途上国において削減・吸収プロジェクト等を行った場合に、それによって
得られた削減量・吸収量を自国の削減量・吸収量としてカウントする仕組み。
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　わが国では、2007年5月、安倍前首相が、地球温暖化問題についての戦略を盛り込んだ「クールアース50」を提案しました。
これを受けて、2008年1月、福田首相は、ダボス会議において、「クールアース50」を実現する手段として、①ポスト京都フレー
ムワーク、②国際環境協力、③イノベーションの３つの柱からなる　「クールアース推進構想」を発表しました。
　「ポスト京都フレームワーク」では、世界の
排出量を10 ～ 20年の間にピークアウト（増加
傾向から減少傾向へ転ずること）させ、2050
年には少なくとも半減させること、主要排出国
とともに国別総量削減目標を掲げて温室効果ガ
ス削減に取り組むこと、さらに、目標設定にあ
たっては削減可能量を積み上げ、削減負担の
公平さを確保することを挙げています。
　「国際環境協力」では、世界全体で2020年
までに30%のエネルギー効率を改善する目標
を世界で共有すること、「イノベーション」では、
革新技術の開発と低炭素社会への転換を図る
こと等を挙げています。

長期的な温暖化対策の必要性
「クールアース50」と「クールアース推進構想」

低炭素社会づくりに向けて

国際交渉の流れ

　「低炭素社会づくり」について環境省では、2006年2月から、日英共同
研究プロジェクト「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化2050プロジェクト」
を進めています。低炭素社会に関する日英連携による研究や、世界各国の
研究を集大成する国際ワークショップの開催等を行っています。
　わが国では、2004年4月より、（独）国立環境研究所を中心に脱温暖化
2050研究プロジェクトを行っています。2007年に公表された報告書では

「わが国が、2050年までに二酸化炭素を70%削減し、豊かで質の高い
低炭素社会を構築することは可能」と結論づけています。また、2008年5
月には「低炭素社会に向けた12の方策」を発表しています。

脱温暖化2050研究プロジェクト
ホームページアドレス：http://2050.nies.go.jp/index_j.html

　2008年のＧ8サミットは日本を議長国とし
て開催され、 環境問題が最重要課題として
大きく取り上げられる予定です（洞爺湖サミッ
ト）。これに先立って、2008年5月には環境
担当閣僚が一堂に会するG8環境大臣会合が
開催されました。
　また、2008年にはポーランド、2009年
にはデンマークでCOP及びCOP/MOPが開
催されます。京都議定書の第一約束期間が終
了する2013年以降の枠組に関しては、「条
約の下での長期的協力の行動のための特別作
業部会（AWGLCA）」及び「京都議定書の下
での附属書Ｉ国の更なる約束に関するアドホッ
ク・ワーキング・グループ（AWG）」において
議論されています。

“美しい星50”
世界全体の排出量を
2050年までに半減

全世界
二酸化炭素
排出量

現在 2018～2028 2050 年

将来見通し（現状放置）

ポスト京都フレームワーク
中期目標

・今後10年～20年で地球全体の
 温室効果ガスをピークアウトへ

イノベーション
長期目標

・革新的技術の開発
・低炭素社会への転換

国際環境協力
・省エネ取組の国際展開
・新たな資金メカニズム
　（クールアースパートナーシップ）

英国

フランス

1990年比60％削減
（Government proposals for strengthening 
the Climate Change Bill February 2008）

1990年比75％削減
（Framework Law on Energy (in French)）

ドイツ
1990年比80％削減
（The Future in Our Hands 21 Climate 
Policy Statements for the 21st Century）

EU
先進国（EU含む）で1990年比
60～ 80％削減について合意
（Council of the European Union, March 
2007 Summit, Presidency Conclusion）

「クールアース推進構想」の概要

各国の2050年の温室効果ガス削減目標

2008年5月 G8環境大臣会合（神戸）

2008年6月 補助機関会合（SB） （ドイツ）

2008年7月

2008年8月

洞爺湖サミット （北海道）

2008年12月 COP14・COP/MOP4（ポーランド） 

2009年12月 COP15・COP/MOP5（デンマーク） 

AWGLCA2、 AWG5.2（ドイツ）

補助機関会合（SB） （ポーランド）

AWGLCA4、 AWG6.2（ポーランド）

AWGLCA3、 AWG6.1（ガーナ）

国際交渉の流れ
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2010年度の温室効果ガス排出量の見通し

わが国の温暖化対策
地球温暖化対策の推進に関する法律の要点

京都議定書目標達成計画に基づく取組

　わが国では、京都議定書を受けて、1998年10月、「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）」を制定
し、その後も改正を重ね、さまざまな取組を進めています。2008年6月の改正後における法律の要点は以下のとおりです。

　京都議定書の6％削減約束を確実に達成するために必要
な対策については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」
に基づいて、京都議定書目標達成計画（平成17年４月28
日閣議決定）で定めています。同計画に基づき、これまで
も自動車の燃費改善や機器の効率向上の推進等を着実に進
めてきましたが、2008年3月28日に、住宅・建築物の省
エネ性能のさらなる向上、トップランナー機器等の対策の
強化、工場・事業場の省エネルギー対策の拡充、自動車の
燃費の一層の改善等、対策・施策の追加・強化を盛り込ん
だ改定計画を閣議決定しました。
　クールアース50で提案した長期目標（「世界全体の排出
量を現状から2050年までに半減」）の達成に積極的に貢献
するため、まずは京都議定書の6％削減約束の確実な達成
を図り、さらに、長期的・継続的かつ大幅な排出削減を実
現していきます。

百万トン二酸化炭素換算

基準年 2005年
（確報値）

2010年

1,261

1,358
（+7.7%）

1,186
（基準年比 
  －6%）

排出抑制対策・施策の推進により、
基準年比　－0.8％～－1.8％に

森林吸収源、京都
メカニズムを合わ
せて6％削減約束
を達成

温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度

企業単位・フランチャイズチェーン単位で温室効果ガスを一
定量以上排出する者に、排出量を算定し、国に報告すること
を義務付け、国が報告されたデータを集計・公表する制度。

その他
日本全体の総排出量の公表
地球温暖化対策地域協議会の設置
森林整備等による温室効果ガス吸収源対策の推進
京都メカニズムの推進・活用に向けた取組
・クレジット（算定割当量）を管理する割当量口座簿を整備
・植林ＣＤＭ活用のための手続を整備
温室効果ガス排出量がより少ない日常生活用製品等の普及促進
ライフスタイルの改善の促進

京都議定書目標達成計画

政府は、地球温暖化対策の推進に関する基本的方向、各主
体の講ずべき対策、事業者の計画等について定める京都議
定書目標達成計画を策定。

地球温暖化防止活動推進センター
地球温暖化防止活動推進員

①全国センター：地球温暖化対策に関する普及啓発を行うこと
等を目的として、環境大臣が設置。

②地域センター：地域における普及啓発を行うこと等を目的とし
て、都道府県知事、政令指定都市・中核市・特例市の長が設置。
③推進員：温暖化対策の知見を有し普及啓発等の経験に富む者
が、都道府県知事や政令指定都市等の長の委嘱により住民へ
の啓発や助言等を行う。

地球温暖化対策推進本部

地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、内閣
総理大臣を本部長、内閣官房長官、環境大臣及び経済産業
大臣を副本部長、全閣僚を本部員とする地球温暖化対策推
進本部を設置。

排出抑制等指針

事業者に対して、排出抑制等のための具体的な取組内容や
定量的な排出原単位による水準を示し、事業活動や日常生活
における排出抑制を推進。

CO₂排出量の見える化の促進

エネルギー供給や事業に伴うＣＯ₂排出量の見える化の推進。

国・都道府県・市町村の実行計画

国・都道府県・市町村が、それぞれの事務・事業に伴い排
出される温室効果ガスについて自らが率先して削減努力を行
う実行計画を策定
都道府県・政令指定都市・中核市・特例市は、その区域の
自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制等のた
めの施策に関する事項を実行計画に盛り込むとともに、都市
計画等の施策は実行計画と連携して排出抑制が行われるよう
配意する。
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　わが国は、2008年、 途上国の排出
削減と適応とを支援する新たな資金メカ
ニズムとして、5年間で累計約100億ド

ルの資金供給を行うことが可能な「クールアース・パートナーシップ」の構築を発表し
ました。支援方針等は、関係4省（外務・財務・経産・環境）が協議して決定しています。
　開発途上国には、小島嶼や乾燥地等、温暖化影響を受けやすい地域が多く、また
技術や資金等の適応能力の面からも、温暖化影響に対しては脆弱であるといえます。
わが国は、国際社会の一員として、また、科学的知見や先進技術を有する国として、
このような開発途上国の適応を積極的に支援することが求められています。

　既に、国際的には、適応を促進するた
めのさまざまな制度・仕組みの整備が進
められています。

　気候変動枠組条約の下では、2005年のCOP11で、「適応5ヵ年作業計画」が
策定されました。これは、各国が温暖化の影響や脆弱性、適応についての理解を深め、
適応に積極的に取り組むことを目的とした計画です。また、京都議定書の下には、適
応に関する計画や事業への資金提供を目的とした「適応基金」が設置されました。こ
れは、京都メカニズムの一つであるクリーン開発メカニズム（CDM）の収益の一部（認
証排出削減量の2%）を原資とするものです。
　このほか、国際機関、開発援助機関や研究機関等においても、適応に関する調査・
プロジェクト等のさまざまな取組が進められています。

国際機関

各
種
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

民間企業
各種ファンド等

民間資金を呼び込み
技術移転促進

政策協議を経た途上国等

気候変動に
脆弱な国

円借款供与
適格国等

その他
資金対応

「適応」策支援
クリーンエネルギーアクセス支援

約2,500億円

「緩和」策支援

約1兆円

無償資金協力
気候変動対策円借款
5,000億円

国際協力銀行
（JBIC）

日本貿易保険

新エネルギー・産業
技術総合開発機構
（NEDO）等

技術協力 その他公的資金

拠出

途上国における温暖化への適応
及びクリーン・エネルギーへのア
クセスを支援し、持続可能な開発
を促進

省エネ等の日本の高い技術力を
世界に広め、地球全体の温室効
果ガスの排出抑制を促進
（例）
発電設備のエネルギー効率の向上

（例）
森林保全、防災、干ばつ・洪水等の
気候変動に関連する環境被害への対策
支援
太陽光や小規模水力等による農村電化

※あわせて、米国・英国とともに多国間の新たな基金を創設することを目指し、他のドナーにも参加を呼びかける

適応と緩和の双方が不可欠

適応への国際的な取組動向

わが国の開発途上国における
適応の支援

　AR4では、温室効果ガス削減のために最も厳しい努力をしても、今後数十年は気候変動の影響を避けることはで
きないため、特に至近の影響への対処において「適応」が不可欠である、と指摘しています。適応とは、既に起こり
つつある、または今後起こりうる温暖化による影響に対して、自然や社会経済システムを調整することを意味します。
世界の二酸化炭素の排出は、先進国等20ヵ国でおよそ8割を占めており、そのほかの国にとっては適応が最重要課
題となります。

温暖化影響への適応の重要性

気候変動枠組条約（UNFCCC）・京都議定書

国連開発計画（UNDP）

適応5ヵ年作業計画の策定、各種地域ワーク
ショップの開催

適応を実施するためのガイダンスの提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　など

世界銀行

気候リスクへの適応アプローチ　など

国連環境計画（UNEP）

適応に関するハンドブック、意思決定支援
ツールの提供　など

後発開発途上国基金（LDCF）の設置

経済協力開発機構（OECD）

開発援助への気候変動適応策の主流化に関
する閣僚宣言の採択　など

地球環境ファシリティ（GEF）

適応プロジェクトへの資金援助の中心的な役
割を果たす

特別気候変動基金（SCCF）の設置
適応基金の設置　など

適応への主要な国際的取組動向

クールアース・パートナーシップの全体像

排出削減と経済成長を両立させ、気候の安定化
に貢献しようとする途上国を支援する仕組み
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異常気象の被害による生命、
資産、生活の場の喪失

雪不足や桜開花時期の変化等による
地域文化への影響、季節感の喪失

熱中症患者数
の増加

デング熱を媒介する
ネッタイシマカの
分布域の拡大

高山植物の減少

リンゴの栽培
適地の北上

サケやニシンなどの
生息域の変化

海面上昇による
砂浜環境の減少

サンゴの白化や
病気の拡大

台風の強度の増加、
進路の変化

淡水域の種の
分布変化

融雪による土砂災害
の発生の増加

渇水リスクの増加

ブナ林の分布
適地の減少

コメの品質低下や減収

異常気象の被害による生命、
資産、生活の場の喪失

雪不足や桜開花時期の変化等による
地域文化への影響、季節感の喪失

熱中症患者数
の増加

デング熱を媒介する
ネッタイシマカの
分布域の拡大

高山植物の減少

リンゴの栽培
適地の北上

サケやニシンなどの
生息域の変化

海面上昇による
砂浜環境の減少

サンゴの白化や
病気の拡大

台風の強度の増加、
進路の変化

淡水域の種の
分布変化

融雪による土砂災害
の発生の増加

渇水リスクの増加

ブナ林の分布
適地の減少

コメの品質低下や減収

国民生活・都市生活健康

食料 水環境・水資源

防災・沿岸大都市

自然生態系
影響の及ぶ分野

賢い適応のあり方と、私たち
にできる適応

国内における適応の検討・
取組の動向

　環境省では、2007年10月に地球温暖
化影響・適応研究委員会を設置し、わが国
と途上国における影響と脆弱性の評価、適
応の考え方、今後の研究の方向性や課題
について検討を行いました。検討の成果
は、報告書「気候変動への賢い適応」とし
て2008年6月に公表されています。報告
書では、右図のようなさまざまな影響に対し
て、これから必要となる具体的な適応に関
する既存の知見を整理しています。
　このほか、農林水産省における農産物品
目別地球温暖化適応策レポートの公表、国
土交通省における水資源管理や治水に関す
る適応の各種委員会での検討、外務省の
気候変動分野における開発協力の基本的考
え方の提言等、各省において、適応に関
する検討・取組が進められています。

　適応の実施にあたっては、多岐の分野にわたる適応を効果的・効率的に実施する「賢
い適応」をこころがける必要があります。賢い適応のためには、特に以下の点が重要と
なります。

①地域の脆弱性評価、モニタリング等の最新の成果を活用する
②多様な適応オプションを検討して組み合わせる
③短期・長期の両方を視野に入れ、対応できる温度幅とともに余裕幅を考慮する
④防災計画等、既存の政策があればそれらに適切に組み込む
⑤自然や社会経済のシステムをより柔軟で対応力のあるシステムとしていく
⑥地域の環境・社会経済に便益、相乗効果をもたらすコベネフィット型適応を促進する
　適応の中には、政府や地方自治体等が取り組むべき内容もありますが、一人ひとり、あるいは、NGO、企業、研究機関等が取り
組むべき内容もあります。まずは、適応についてよく知るとともに、できることから始めていくことが重要となります。

農業分野の適応例：高温に強い品種の育成 屋上緑化の例（大阪 淀屋橋）

将来予測される温暖化影響の例

高温での花粉不稔によるナ
スの結実不良

高温でも高い結実性を示す品
種「あのみのり」

わが国で想定される分野別の適応の例
 ・ 食料： 品種改良、耕作システムの変更 等
 ・ 水環境・水資源： 節水、水の再生利用 等
 ・ 自然生態系： 保護区の設定 等
 ・ 沿岸域： 護岸・防潮堤等の整備、ハザードマップの作成・

活用促進 等
 ・ 健康： 感染症早期予測、ワクチン開発　等

（写真提供：（独）農業・食品産業技術総合研究機構野菜茶業研究所） （写真提供：三井不動産株式会社）

私たちにもできる適応
 ・ 災害への適応：家屋の補強、ハザードマップの活用、

自主防災組織への参加 等
 ・ 暑熱への適応： 打ち水、緑化、リフォーム　等　　
 ・ 感染症への適応： 手洗いの習慣、蚊帳の活用　等
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